
ユニバーサルデザインに基づく防災ハザードマップの構築と運用に関する考察 

―やさしい日本語と GIS による住民行動支援の実装について― 

 

地域戦略研究所 松林 潤 

 

はじめに 

地震、洪水、土砂災害といった自然災害から身を守るためには、自らの生活圏にどのような災害リスク

が存在するのかを事前に把握し、災害発生時に適切な行動をとることが重要である。ハザードマップは、被

害の軽減や防災対策に資することを目的に、災害リスクのある区域、避難場所や避難経路、防災関係施設

の位置などを視覚的に示した地図であり、災害時の避難行動を支援する情報基盤として位置づけられて

いる。 

特に、発災までのリードタイムが比較的長い洪水や土砂災害においては、災害が発生する前の段階から

早期の避難行動をとることが、命を守るうえで極めて重要となる。そのため、平時からハザードマップを活

用し、自らの避難行動を具体的に考えておく機会を持つことが望まれている。 

 しかしながら、現実には高齢者、外国人、障害者など多様な属性を持つ住民にとって情報が十分に伝わ

っておらず、マップが避難行動に直結していないという課題もある。 

 

本稿では、防災ハザードマップにおけるユニバーサルデザイン（UD）の意義と役割を考察する。特に、や

さしい日本語や GIS の活用、多言語対応、ピクトグラム等の視覚的支援などを軸に、誰もが「見て・理解

し・行動できる」ハザードマップの構成要素について検討する。 

 

1. 背景と課題認識 

洪水や土砂災害など予兆のある災害においては、発災前の避難行動が被害軽減に直結する。その判断

を支える情報基盤としてハザードマップが重要な役割を果たすが、国土交通省が令和 3 年に実施した「洪

水ハザードマップに関する Web アンケート調査結果」によれば、「ハザードマップを見たことがない」と回答

した住民は約 31％、「役に立たない」と回答した住民も約 12％にのぼっており、ハザードマップの整備が

必ずしも避難行動に直結していない実態が浮かび上がっている。 

また、ハザードマップが要配慮者の避難支援に十分に活かされていないことも課題とされている。たとえ

ば、平成 23 年の東日本大震災では、障害者の死者率が住民全体の約 2.5 倍にのぼり、平成 30 年 7 月

豪雨では、倉敷市真備町において犠牲者の約 8 割が高齢者であった。 

 

※上記の事例（障害者の死者率、高齢者の被災割合）は、国土交通省「『わかる・伝わる』ハザードマップのあり方について（令和 5

年）」より引用。 

 

気候変動によって水害の頻発化・激甚化が進行する中、すべての住民が適切に避難行動をとれるよう、誰

にとっても理解可能なハザードマップの整備が求められている。 

  



2. 目的 

本稿では、次の 3 点を主な検討対象とし、ハザードマップにおけるユニバーサルデザインの要素とその影

響について考察する。 

 

・防災ハザードマップにおけるユニバーサルデザインの重要性 

・やさしい日本語の導入と情報記述の変化 

・GIS の技術とユニバーサルな情報伝達の関係 

 

3. 方法と整理対象 

以下の 5 つの視点から、ユニバーサルデザインに基づくハザードマップの整備要素を整理し、それぞれの

効果と課題を考察する。 

 

3.1 やさしい日本語の採用 

外国人住民、高齢者、子どもなどに対して、やさしい日本語の導入は有効な手段であると考えられる。文

化庁および出入国在留管理庁が策定した「在留支援のためのやさしい日本語ガイドライン」（2020）では、

重要な生活情報を伝えるための具体的な言い換え例や記述方法が示されており、平易な語彙、短文構成、

漢字にふりがなをつけることなどが推奨されている。ハザードマップ本文においても、こうした記述スタイル

を標準化することにより、理解度の底上げが期待される。 

 

3.2 GIS および WebGIS の活用 

GIS は、複数の地理空間情報を重ね合わせることでリスクや避難先を直感的に示すことができる。

WebGIS と組み合わせることで、スマートフォンや PC などでリアルタイムに情報を閲覧でき、ナビゲーシ

ョン機能などを通じた支援が可能となる。現在地情報や検索機能の活用により、災害時の即時的な判断支

援が強化される。 

 

3.3 紙と Web のハイブリッド情報提供 

災害時には電源や通信手段が断たれる場合もあるため、紙媒体による情報提供は依然として重要であ

る。一方で、平時には WebGIS を併用することで、詳細で最新の情報を住民が随時取得可能となる。この

ような「ハイブリッド型」の提供形態が、今後主流となる可能性がある。 

 

3.4 ピクトグラムと視覚的誘導の工夫 

JIS Z 8210 および JIS Z 9098 に準拠したピクトグラムは、避難所や医療機関などの位置を言語に

依存せず示す手段として有効である。避難所や災害関連施設を示す図記号は、識字力や言語能力に関係

なく理解しやすい情報提供につながる。 

一方で、「避難方向」については、矢印や動線、色分けなどを用いた視覚的な誘導の工夫として扱うこと

が適切である。避難先の方向を示す矢印や道路上のライン表示、地図上の動線強調などは、利用者が瞬

時に進むべき方向を把握できるようにするための視覚デザイン要素であり、ピクトグラムと組み合わせて活

用することで効果が高まる。 



ただし、これらの表示方法はハザードマップの作成目的や媒体（紙・Web）、対象地域の状況、利用者層

に応じて仕様が異なる場合があり、必ずしもすべてのマップにおいて統一的に採用されているわけではな

い。そのため、誘導要素の配置や強調の程度については、利用者視点に基づく検討と自治体による運用方

針の明確化が重要である。 

 

3.5 多言語対応の重要性 

外国人住民の増加に伴い、防災情報の多言語対応が喫緊の課題となっている。英語をはじめとする主

要言語への翻訳、QR コードによる多言語防災アプリへの誘導、Web での言語切替機能の実装などが、

情報格差の縮小に寄与すると考えられる。 

 

4. 考察 

以上の各項目から、防災ハザードマップの整備において、ユニバーサルデザインを設計思想として初期

段階から取り入れることの重要性が確認された。従来、後付けされてきた「見やすさ」や「配慮」といった視

点を、設計思想の中核に据えることで、情報の受け手である住民一人ひとりが主体的な避難行動を選択で

きる可能性が高まる。 

特に、「在留支援のためのやさしい日本語ガイドライン」をベースにした表記は、外国人だけでなく、母語

話者である高齢者や子どもにとっても有効であり、やさしい日本語が言語的バリアを越える普遍的な情報

伝達手段として期待される。 

また、紙媒体とデジタル媒体の連携や、GIS 技術による視覚的・構造的情報整理も、防災情報のアクセ

シビリティ向上に資する実装手段として有効であると考えられる。 

 

5. 結論 

本稿では、防災ハザードマップにおけるユニバーサルデザインの要素を整理し、やさしい日本語、GIS、

WebGIS、多言語対応、ピクトグラムの導入とその効果について考察した。これらの要素は、相互に補完し

合うことで、より多様な住民への行動支援が可能となることが示唆された。今後の防災情報整備において、

これらの設計思想を体系的に組み込み、誰もが「わかり・伝わり・行動できる」情報環境の構築が不可欠で

ある。 

 

6. 今後の課題 

本稿で取り上げた施策はいずれも視覚情報に依拠しているため、視覚障害者への対応は今後の重要な

検討課題となる。音声、触覚、人的支援などを含めた多様な情報提供手段の整備が、真の意味でのユニバ

ーサルデザイン実現にはさらなる検討と実装が必要である。 

 


